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文部科学省AP採択について

　今年度で第3回目となる外部評価委員会は、より
広範な視点からの意見を得るため、昨年より委員を
2名増員し、下記のとおり、評価項目別による2日間
開催としました。

開催日： A日程　5月31日（ 土）
対象：基準4（ 教育内容・方法・成果）
開催日： B日程　7月5日（ 土）　
対象：基準6（ 学生支援）
基準7（ 教育・研究等環境）
基準8 社会連携・社会貢献についての評価は

『2013（ 平成25）年度 自己採点・評価報告書』
では対象となっていないため、平成25年度の事
業報告書を中心に行った。

　B日程は、石川委員長（ 高崎経済大学 学長）、原田
委員（ 立教大学　副総長）、脇田委員（ 名古屋経済大
学大学院教授、元明治学院大学　学長）、吉原委員

（ 城南信用金庫理事長）、藤間委員（ 熊谷商工会議
所会頭 ）、田中委員（ 株式会社東洋経済新報社執行
役員　デジタルメディア局長）の6名の委員に、事前
の書面評価に加え、当日本学関係者とのヒアリング

（ 実地調査）を通じて、本学の長所や課題について
提言していただきました。
※田中委員は書面評価のみ参加

 
　　

　今回指摘された事項については、自己点検・評価
委員会や各実行単位組織で順次検討･対応をしてま
いりますが、本学構成員が主体的に自己点検・評価
に取り組むよう、以下にその提言を掲載します。な
お、この提言は、大学公式ホームページでも公表い
たします。
　

　全体的に、各学部・研究科・部局によって全学の
各種方針の認知度に濃淡があり、その結果、それら
方針に基づく体系立った対応という点で不十分な面
があるように思われる。
　個別的には、貴重書や和古書などを所蔵する古書
資料館を開館するなどの独自の取り組みについて

は評価ができる。キャリア支援において卒業生が3
年間は求人票を見ることができる仕組みを整えて
いること、また、研究費について第3種の制度（ 科学
研究費補助金の助成制度）を設け、科研費の応募へ
の後押しをする制度などもあるが、各種取り組みの
結果について、その効果の検証、分析などを行うこ
とには至っていない。より効果を上げていくために
も、今後検証、分析を進めていくことを期待したい。

 

（1）卒業後3年以内の出身者が求人票等を見られ
る環境を用意していることは評価できる。今後その
効果等を測れるようにすることが望まれる。

（2）貴重書や和古書などを所蔵する古書資料館を
新たに開館し、学内外に公開していることは、資料
の保管等などの観点も含め非常に意味がある。

（3）研究時間の確保という観点で、管理職等の地位
にある教員について、いわゆるノルマコマ数の軽減
措置をとっていることは評価できる。

（1）退学者について、その属性に応じた理由等を調
査、分析をする必要性がある。

（2）障がいのある学生の支援方針は明確になって
いるので、広く周知・公表をすること。

（3）研究支援費（ 第3種）を設け、科研費申請・取得
を後押ししていることは評価できるが、その効果測
定はなされていない。今後、どの程度実際に科研費
の申請・取得に結びついているか検証し、その効果
を上げるようにすること。

（4）研究倫理などコンプライアンス系への組織的
な取り組みが不十分である。公的研究費の管理・監
査のガイドライン等を踏まえ、管理責任体制や規程
の整備などを行ったうえで、コンプライアンスの徹
底を図ること。

（5）社会貢献については公開講座等を積極的に
行っているが、アドホックな対応の感がある。社会
貢献についての明確な方針を立て、地域のニーズの
吸い上げや、地域課題への全学的な取り組みのあり
方について検討することを望む。

平成26年度 立正大学外部評価委員会
B日程開催について
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自己点にゅーす
モラりすの

自己点検に絡む各種情報を発信していきます。 NEWS

文部科学省は、国として進めるべき大学教育改革
を一層推進するため、教育再生実行会議等で示され
た新たな方向性に合致した先進的な取組を実施する
大学を支援することを目的として「大学教育再生加速
プログラム（ＡＰ：Acceleration Program for University 
Education Rebuilding）」を、平成26年度から実施する
こととし、その公募が5月にありました。本学では、理
系の環境システム学科、文系の地理学科を併せもつ

「文理融合型」の地球環境科学部をフロントランナー
として、「タイプ１（アクティブ・ラーニング ）」での申
請をしたところ、94件中9 件（採択率、9.6%）とい
う難関ではありましたが、８月末に正式に採択され
ました。

1万人の在学生を抱える本学での高等教育を進め
ながら、教育の質保証ならびに質的転換を図っていく
ためにも、学生が主体的に学修していけるような動機
付けができる仕組みづくりが重要です。教員の負担を
抑えながら、同時に十分な質を伴った学修時間を実

質的に増加させつつ、学生が意欲的に学修していけ
る教育環境の整備に努めていかなくてはなりません。
本事業を展開していくため、「学生が主体的に協働型・
双方向型学修に取り組める環境整備 」をコンセプト
とした情報機器リプレイス“Rissho Smart ICT”と
歩調を合わせて、今後、タブレットを利用した双方向
授業を実現するための機器・ソフトウェアの設計・
開発を教職員一体となって整備してまいります。

本事業は、地球環境科学部を中核として、その取り
組みを他学部にも公開し、情報を共有しつつ、教職員
が実際に授業に参加し改善点を探るとともに、他学
部に適用するための問題点を整理し、その解決策を
見出し、大学として展開していくことにしています。同
時に、全学で検討中の「教育力の向上 」「学生カルテ」
や「Web自律自修プログラム」を発展させ、今後の共
通教育組織の設立への足掛かりとしていく所存です。

この取組が、日本の大学教育再生のための一助に
なることを強く願います。

2014.7.5　外部評価委員会Ｂ日程 講評の模様

総括

効果が上がっており、一層の伸張が期待される事項

改善が必要な事項

学長　山崎　和海

1 文部科学省AP採択について（ 学長　山崎　和海）

4 自己点にゅーす

2
・
3

立正大学FD活動報告 （ 平成26年度）
FD講演会（ パネルディスカッション）開催報告
経営学部／心理学部／文学部

取り組みの背景
・大学生の基礎学力低下
・コミュニケーション力
	 の欠如
・多人数講義科目での
	 受動的な受講姿勢
・フィールドワーク実習
	 科目の内容見直し

実施体制
　フィールドワーク実習科目
を軸とする地球環境科学部
で実施。
　情報メディアセンター
　FD委員会・教務委員会
　博物館・研究支援課など
　全学的支援体制の整備。

目標
・学生の主体性向上
・基礎学力の定着
・教育の効率化
・教員負担の減少
・教員指導能力の向上

学内ピアレビュー 外部評価委員会 学生 AP
評価委員会

実施報告 評価・改善要望

連絡調整
実施計画
サポート 成果・問題点 要望・ニーズ

効果

他学部・他大学への
アクティブ・ラーニング

の普及

学士力
社会人基礎力の

向上

新しい
教育システムの開発

近隣中学高校
地方自治体

との地域連携

AP運営委員会

・講義科目での双方向授業
・意見・アイデアの提示と議論
・典型的な解答の例示
・カラー写真の活用

Ａ タブレットPCを利用した
双方向教育

・アイデアソンを授業
・地域連携型フィールドワーク
・海外実習での主体的調査
・学生研究プロジェクトの推進
・現地調査でのタブレット活用

Ｃ フィールドワーク
実習科目でのワークショップ

・コンテンツ作成研修
・予習用動画の作成
・予習用動画の公開
・反転授業の展開

Ｂ 予習用動画の作成と公開

・リアル（ 実物）教材の収集
・教材の保管・展示
・近隣校への資料貸出による
	 地域連携

Ｄ リアル授業資料の
収集と活用
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であることが検討すべき問題ですが、学生の間では
利用上の問題が多くはなく、オンライン課題により
授業外学修時間が把握しやすくなりました。

今後の課題として、まず、PCが必要な教科書を活
用する授業環境設備・学生の授業時間外学修の確
保に必要な学内設備の充実化が不可欠です。また、新
入生にTOEIC Bridgeではなく、TOEICを受験さ
せることが達成度の把握に繋がると思われます。最
後に、上記の取り組みの効果を見るのに約2年かか
る見込みですが、今年度末教員・学生に対するアン
ケートを実施し、その結果に基づき、共通の期末試験
を実施すること等、より具体的な共通目標・到達レ
ベルの設定をする予定です。

文学部の1年生（500名以上）は、英語力を向上さ
せるために必修科目として「基礎英語」を履修してい
ます。今年度から、学科ごとに英語力別に少人数クラ
ス編成（23人程度 ）とし、通年週1回、半期は英語母
語教員、残りの半期は日本語母語教員が教え、全体
で4人の特任講師が担当する形に変更しました。こ
れにより、共通のシラバス、教材、方針を適用するこ
とが可能となり、教員間の情報・意見の交換が密接
になり、また学生にきめ細かく対応（出欠状況の速や
かな確認を含め）できるようになりました。英語母語

立正大学FD活動報告 （平成26年度） 立正大学FD活動報告 （平成26年度）

　

　平成26年度第2回FD講演会は、第1回に続きパ
ネルディスカッション形式で行い、各学部の取り組み
について報告・共有する機会を持ちました。講演後
のパネルディスカッションでは、学修支援体制の充
実や、その展開などについて活発な意見交換が行わ
れました。以下、報告内容です。

昨今、企業社会は「グローバル人材」なる人材の輩
出を、特に大学に求めていますが、そもそもグローバ
ル人材はどのような「人材」を指すのでしょうか。日本
で「国際化 」「グローバル化 」というと、外国に進出、
展開していくことだけを指しているように捉えられ
ます。そのため、海外で外国語を駆使し生活し仕事を
する特別な人がグローバル人材だ、と思い込まれて
いるように思えます。しかし、外国市場を重視するこ
とで迫られる日本企業本社の多国籍化、訪日外国人
旅行者、在日外国人の増加、また移民受入政策の検
討といった「内なる国際化 」が着々と迫る今日、国内
に留まろうとも否応なしにグローバル化の波に呑み
込まれます。したがって、海外で活躍する人材という
だけではなく、我々が、国内外場所を問わず直面して
いるグローバル化という社会現象の中で、自らの能
力を発揮し、社会や企業に資する人、と定義すること

が妥当ではないでしょうか。
このような考え方に基づき、発表者が担当する経

営学部授業「ゼミナール」(2,3年次)においては、「学
問を通して生涯の友を得る」を理念に掲げ、国内外問
わず進行するグローバル化社会の中で、コミュニ
ケーション能力と語学力を備え、チャレンジ精神と
協調性を持ち、自分で問題解決し、どこでも生きてい
くことの出来るいわゆる「グローバル人材」を輩出す
るための取り組みを続けています。例えば、2年次か
らグループ研究を行ってゼミ生同士での議論の機会
を増やし、その研究成果を対外活動で発表します。
3年次のゼミナールでは、毎週のゼミの時間の半分
を英語で議論します。さらに海外大学で英語での研
究発表や、大学対抗の研究発表大会に参加しグルー
プで論文を執筆し、完成させます。これらの活動を通
じて、他者の意思意見を理解すること、自らの意思意
見を理解してもらうことの重要さと困難さを理解し、
コミュニケーション能力の向上のための機会を学生
に提供しています。

心理学部では3つの必修科目と複数の発展科目と
いう豊富な英語科目を設置していますが、他の科目
群と比し、満足度が低いという事実があります。統一
した語学のビジョンが薄く、科目の連続性が低かっ
たことが原因として指摘できますが、2013年度よ
り、方針の整理と明確化・各科目の連続性の強化・共
通教材の採用・スピーキング科目のネイティブ教員
採用という4点を中心に改善に取り組んでいます。

方針の作成にあたり、現在の科目設置を尊重しつ
つ、就職活動や大学院入試といったニーズに応えら
れるビジョンを盛り込むことにし、4 年間の学習プラ
ンを設定しました。また、必修科目でオンライン課題
等が豊富なシリーズ本を指定教科書として採択しま
した。デジタル資料を授業内で活用するための設備
が充分整っていないことと、高レベルであるため、各
クラスに授業計画を合わせねばならないという実態

教員は英語コミュニケーションを、日本語母語教員
は4 技能と基礎力の強化を図っています。

半期が終わった時点での学生へのアンケート調査
によれば、7割を超える学生は「授業が面白く役に立
つ」と考え、5割の学生は「 英語力が伸びた 」と感じ
ています。

学生間の英語力の差異は大きいですが、どの学生
も素直で前向きであり、教員がいろいろな働きかけ
をすることで、モチベーションを向上させ、英語学習
を習慣化することがさらにできると考えます。また、

「 現時点で知らないことは問題ではない。1つでも
2つでも分かれば、それだけ英語を使える。」という
姿勢で学生に対応しています。テキスト開発や英語
力到達度確認の方法、2年生以降の英語学習の継続
性や自律的英語学習者への道筋など今後の課題を1
つずつ検討していきます。

各学部の事例報告を聴く参加者

ウンサーシュッツ ジャンカーラ講師による事例報告

ゼミナール教育を通じたいわゆる
「 グローバル人材」育成への取り組み事例

題目

経営学部（ 発表者・髙橋俊一講師）

FD講演会（ パネルディスカッション）開催報告

日　時: 平成26年7月19日（ 土）15：30 ～
場　所: 立正大学／

品川キャンパス11号館8階 第6会議室
熊谷キャンパス1号館 第1会議室（ 遠隔教育
システムによる両キャンパス同時開催）

内　容: 教育方法の工夫・改善に向けた取り組み事例
－③「 グローバル人材育成と教育プログラム
の開発」について－
経営学部・心理学部・文学部

参加人数: 62人

心理学部における英語教育の改善取り組みと
その実行に関する途中報告

題目

心理学部（ 発表者・ウンサーシュッツ ジャンカーラ講師）

文学部１年生必修科目
「 基礎英語」の改革

題目

文学部（ 発表者・時國滋夫講師）


